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引き下げれば、運賃が約 1.2%低下し、輸送量が約 1.9%増加、経済厚生が約 0.9 億円改善されること
がわかった。 
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 この規制は 30 年以上維持されてきたが、バブル崩壊後の平成不況は長期・広範囲にわたり、内航海
運業界をはじめとする規制産業を特別扱いする余裕を日本経済に失わせた。一連の規制緩和の流れ
                                                     
1 このほか、内航海運業界とその規制についての概括は、寺田・竹内[1995]参照。 
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1.3  先行研究 
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及ぼす効果は明らかにできても、需給やそれに対応した生産者の行動の変化や消費者が被る損失、最
終的に社会全体が被る経済厚生の損失に対して、どのような効果を持つかは明らかになっていない。 
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用と考える。(したがって、設備費のような固定費用は推定モデルの中では定数項の大きさに反映され
る。)その で、ここで構築するモデルは短期モデルである。一方、固定費用以外の変動費としては、





R を考える5。推定する(逆)供給関数は(1)のようになる。ここで、係数 1α 、 2α 、 3α はすべて正の
れる。 符号が期待さ
 OILPRqp 3210 αααα +++=      (1) 





)需要の価格弾力性である係数 1β は負の、また、その他の係数 2β 、 3β は正の符号が期待さ
る。 れ
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6 一般化積率法については、Hansen [1982]参照。 
7 トン・キロで量った輸送量のシェアは、原油・石油製品 35%、化学薬品 4%、セメント 10%、輸送用機械 2%である
(2004 年度)。 
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した。Stock et al。 [2002]にしたがい、モデルの中に含まれる操作変数すべてを 2つの内生変数それ
ぞれに重回帰した。この重回帰モデルの F統計量はいずれも 10を超えたため、この種の問題はないと
判断される。くわえて、過剰決定の検定についても問題は見あたらない。需要関数の決定係数が低い






需要関数(被説明変数: 貨物船輸送トン・キロ) 供給関数(被説明変数: 内航貨物輸送価格)
説明変数 係数 t値 説明変数 係数 t値
内航貨物輸送価格 -1.4963 -12.754 *** A重油価格 0.1120 25.226 ***
鉱工業出荷指数: 建設財 0.6422 9.713 *** 建造納付金 1.2596 49.826 ***
道路貨物輸送価格 1.8802 3.498 *** 貨物船輸送トン・キロ 0.0100 2.083 **
決定係数 0.2537 決定係数 0.7726
過剰決定検定(χ222) 7.3480 0.999  
注: ***と**は、それぞれ有意水準 1%と 5%で有意。月次ダミーと定数項に関しては付録の表-B参照。 
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8 内航一般貨物輸送におけるトン・キロあたりの平均輸送価格が入手できなかったため、内航海運全体のトン・キロ
あたりの平均輸送価格を用いた。これは、2003 年度の内航海運部門全体の営業収入 17,000 億円(国土交通省推
定)を同年度の内航海運の総輸送量 2,182 億トン・キロで除したものである。 
 ところで、供給関数における建造納付金の係数と、需要関数における内航貨物輸送価格の係数の統計的信頼性
は、それぞれの t 値が示すように十分高い。これらの推定値の 95%信頼区間を考えると、それぞれ、1.2068 から
1.3123 および-1.2515 から-1.7410 である。実際、これらを組み合わせたときの厚生の改善額の最小値は約 0.7 億
円、最大値は約 1.2 億円である。 
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出所 資料名 データ系列 単位 注
日本銀行 企業向けサービス価格指数 内航貨物輸送(貨物船) 指数 1/, 2/
道路貨物輸送 指数 1/, 3/
総平均 指数
企業物価指数 A重油価格 指数 1/, 3/
国土交通省 自動車輸送統計月報 合計(営業用・自家用) 百万トン・キロ 3/
内航船舶輸送統計月報 鋼船及び木船 トン・キロ 2/, 4/
船員職業安定月報 内航貨物船月間有効求人数 人
内航貨物船月間有効求職数 人
(筆者作成) (船員職業安定月報より) 有効求人倍率 指数 3/





鉱工業出荷内訳表 鉄鋼業国内出荷指数 指数 3/
日本自動車工業会 自動車統計月報 新車販売・登録台数(4輪) 台 3/
内航ジャーナル 月刊内航海運:　内航船の権利相場推移 貨物船・D/Wあたり 千円 中央値,
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表-B: 推定結果の詳細 
需要関数(被説明変数: 貨物船輸送トン・キロ) 供給関数(被説明変数: 内航貨物輸送価格)
説明変数 係数 t値 説明変数 係数 t値
定数項 12.9008 42.081 *** 定数項 -0.5129 -6.510 ***
月次ダミー(2月) 0.0391 2.311 ** 月次ダミー(2月) -0.0037 -1.775 *
月次ダミー(3月) -0.0030 -0.151 月次ダミー(3月) -0.0045 -1.719 *
月次ダミー(4月) 0.1444 10.346 *** 月次ダミー(4月) 0.0132 4.461 ***
月次ダミー(5月) 0.1296 10.475 *** 月次ダミー(5月) 0.0140 4.529 ***
月次ダミー(6月) 0.0849 7.014 *** 月次ダミー(6月) 0.0098 3.295 ***
月次ダミー(7月) 0.0779 5.673 *** 月次ダミー(7月) 0.0081 2.578 ***
月次ダミー(8月) 0.0694 5.150 *** 月次ダミー(8月) 0.0058 1.873 *
月次ダミー(9月) 0.0516 2.753 *** 月次ダミー(9月) 0.0077 2.742 ***
月次ダミー(10月) 0.1164 5.967 *** 月次ダミー(10月) 0.0041 1.574
月次ダミー(11月) 0.0223 1.384 月次ダミー(11月) 0.0067 2.987 ***
月次ダミー(12月) 0.0863 5.691 *** 月次ダミー(12月) 0.0078 4.450 ***
内航貨物輸送価格 -1.4963 -12.754 *** A重油価格 0.1120 25.226 ***
鉱工業出荷指数: 建設財 0.6422 9.713 *** 建造納付金 1.2596 49.826 ***
道路貨物輸送価格 1.8802 3.498 *** 貨物船輸送トン・キロ 0.0100 2.083 **  
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